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平成 24 年 12 月 19 日

村上市議会議長 板垣 一徳様

村上市議会市民厚生常任委員会

委員長 山 田 勉

行政視察報告書

下記のとおり、市民厚生常任委員会の行政視察を行ったので、その結果を報告します。

記

１ 期 間 平成 24 年 10 月 23 日（火）～ 10 月 25 日（木）

２ 視察地 （１）ＪＡ長野厚生連 佐久総合病院（長野県佐久市）

（２）長野県立総合リハビリテーションセンター（長野県長野市）

（３）あらかわクリーンセンター（福島県福島市）

３ 参加委員 山田 勉 委員長 渡辺 昌 副委員長 板垣千代子 委員

長谷川 孝 委員 小池 晃 委員 本間清人 委員

相馬エイ 委員 齋藤信一郎 委員 （計 8名）

４ 調査項目 （１）ＪＡ長野厚生連 佐久総合病院

病院の再構築と基本理念について

（２）長野県立総合リハビリテーションセンター

身体障害者の自立支援施設及び機能回復施設の現状について

（３）あらかわクリーンセンター

民間事業者の運営によるごみ処理施設の状況について

５ 調査目的 （１）ＪＡ長野厚生連 佐久総合病院

「病院の再構築と基本理念について」

当市では村上総合病院の新築に向けて建設場所の選定作業を行

っているところです。同病院は地域の基幹病院として大変重要な

役割を担っているが、近年は医師不足の状況が続いており、その

結果、診療科目も減少しています。先般、20 億円を限度に当市が
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建設費の一部を負担する旨、市長が説明されました。同病院は民

間ではあるが、当市議会として新病院の在り方を提言するために、

全国的に注目されている佐久総合病院の地域医療の先進的な取り

組みを調査するものです。

（２）長野県立総合リハビリテーションセンター

「身体障害者の自立支援施設及び機能回復施設の現状について」

新潟県には設置されていない県立・県営の同施設が、どのよう

に運営されているのか、その現状を調査するものです。

（３）あらかわクリーンセンター

「民間事業者の運営によるごみ処理施設の状況について」

当市では平成 27 年 4月からの稼働に向けて、民間事業者が施設

の設計・施工から、運営・維持管理まで一括して行う公設民営(DBO)

方式による新ごみ処理場の建設が始まりました。20 年間の運営委

託という初めての方式による実施となるので、同方式で平成20年

9月に供用が開始されたあらかわクリーンセンターを視察して、民

間事業者による施設運営の状況を確認し、新ごみ処理場が地域に

とってより良い施設となるよう調査するものです。

６ 調査概要

（１）ＪＡ長野厚生連 佐久総合病院

「病院の再構築と基本理念について」

【対応者】 ＪＡ長野厚生連佐久総合病院 西澤延宏 副院長

【経 過】 同病院の理念や概要のほか分割再構築について、パワーポイントに基

づき詳細な説明を受け、その後、ヘリポートに駐機していたドクタ

ーヘリの見学を行いました。

□佐久総合病院の概要

昭和 19年 1月、産業組合（現在の農協）の病院として発足する。

病床数は、一般病床600 床、ICU20 床、精神科病床112 床など合計 821 床。

県下にある 2機のドクターヘリのうち、1機が配備されている。（17 年より）

□基本理念

―佐久病院は「農民とともに」の精神で、医療および文化活動をつうじて住民

のいのちと環境を守り、生きがいのあるくらしが実現できるような地域づくりと、
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国際保健医療への貢献を目指します。―多くの場合、理想と現実は時間の経過に

よって大きく乖離してしまうものであるが、西澤副院長の説明される病院の地域

医療活動の状況や、今年 66 回目とい

う「病院祭」をはじめとするさまざま

な文化・スポーツ活動による地域との

積極的な交流、院内ですれ違うすべて

の看護師や事務職員の温かみのある

対応が印象的であり、上記の理念に基

づいた病院運営が実践されていると

強く感じました。

□佐久総合病院における医師の確保

通常、病院の医師を確保する方法は、大学からの派遣やフリーの医師の雇用に

よるが、佐久総合病院では自前の医師養成システムが確立されています。昭和 43

年に臨床研修指定病院となって以来、実習医学生を積極的に受け入れ、また、全

国公募することによって学閥が排除されたとのことです。最近は15 名の受け入れ

に対して、全国から100 名以上の応募があるそうです。

また、同病院の初期臨床研修の特徴として次の点があります。

・プライマリケアを重視し総合診療方式を採用

・高度医療から在宅ケアまでの領域を幅広く体験する研修が可能

・1次から 3次までの救急医療研修が可能

・地域に出る研修が必須 など

さらに、高齢化の進行により、慢性的な疾患や多疾患の併存する患者の増加が

見込まれ、一般医の養成が必要との観点から、総合診療科や総合外来などプライ

マリケア教育体制が整備されていることが説明されました。

以上のような研修体制や、「地域で働く医師は、地域でしか育てられない」とい

う同病院の考えに魅力を感じる研修医が、全国から同病院に集まってくるのでは

ないかと感じました。

西澤副院長も同病院で研修医となり現在に至っているそうです。地域を大切に

する同病院の確固たる理念と、自前の医師養成システムの存在によって、医療機

関を取り巻く厳しい状況の中でも、同病院の医師の確保がなされているものと考

えます。

□病院の分割再構築

現在の佐久総合病院は、建物の老朽化と狭隘な敷地、診療圏の拡大、一般医療

と専門医療の混在等の問題に対処するため、救急・急性期医療・専門医療を担う

「佐久医療センター」と、一般医療・慢性期医療・回復期リハビリテーション・

在宅医療等を目的とした「佐久総合病院本院」に分割再構築されます。
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佐久医療センターは現在の病院とは異なる場所に 25 年 12 月開院予定で事業費

は 225 億円、病床数は 450 床です。本院は現在の古い建物部分を改築して、平成

28 年の開院予定、事業費は40 億円、病床数は300床となっています。

佐久総合病院の再構築は、単なる病院の建替えでではなく、地域の医供給体制

を見直し、将来の地域医療を守り、向上を目指すものであります。

両施設を合わせた病床数が現在の 821 床より少なくなっているのは、その一端

です

【所 感】 医師不足の問題については、最新の設備や高度な医療機器の導入やその

有無などによって解決されるものでなく、地域と一体となった病院づくり、魅力

的な地域づくりをすることが大切であると感じました。

佐久総合病院の高い理念と運営方針、そしてその実践は他の医療機関の範とな

るものです。なかなか一朝一夕には難しいと思うが、それに一歩でも近づく努力

が必要ではないでしょうか。

また、村上総合病院の新築にあたって、補助金の関係もあり、病床数をどのよ

うにするのか議論されているが、この

点を西澤副院長に訊ねたところ、全国

的には建て替えなどの際には病床数

を減らす方向にあり、村上総合病院の

ような 300 床前後の規模の病院経営が

一番難しいのではないかとの説明が

ありました。病床数を少なくすること

で建設費を抑えることができ、また、

現在の医師や看護師の確保の困難さ

や、今後の患者の減少を考えれば、病床数が少ない方が経営的に楽であるとも述

べられました。大変参考になる意見です。

佐久総合病院の初代院長の若月俊一氏の言葉に、「健康・医療は与えられるもの

ではなく、住民自らが獲得するものである」とあります。今後とも、地域医療を

守り向上させるためには、地域住民、行政、医療機関の三位一体の密接な連携が

必要であり、新村上総合病院の建設を好機ととらえ、保健・医療・福祉が有機的、

機能的にネットワークを形成し、地域包括的医療の中核となる病院の構築につい

て、地域全体で取り組んで行く必要があると強く感じました。

（２）長野県立総合リハビリテーションセンター

「身体障害者の自立支援施設及び機能回復施設の現状について」

【対応者】 長野県立総合リハビリテーションセンター
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山本高明 次長兼管理部長

鶴田明生 支援部長 他 2名

【経 過】 同センターの設置目的や、施設の概要、リハビリテーションの流れに

ついて説明を受けた後、施設内や自動車教習車コースなどを見学しまし

た。

□同センターの概要について

昭和 49 年に、「長野県身体障害者リ

ハビリテーションセンター」が設置さ

れ、その後さまざまな経過を経て、障

害者自立支援法の施行により、より身

近な地域において自らが質の高いサ

ービスを選択して受ける時代となっ

たことから、従来の施設を継承して、

平成 18 年 4月から「長野県立総合リハビリテーションセンター」となり、現在に

至っている。

・設置者 長野県（運営主体も同じ）

・設置目的

①体に障害のある方の支援に必要な相談

身体に障害のある方に対し、医学的、心理的、職能的判定を行うともに、

医療、職業、生活、住宅などの相談に応じる。

②身体に障害のある方に対する総合的リハビリテーションの実施

病院と施設を連携し、医師、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士、義肢装具士、身体障害者福祉司、心理判定員、生活支援員など各専

門職による技術を提供し、障害の状態に応じて策定したリハビリテーショ

ンプログラムを作成し、社会復帰のための支援を行う。

③地域リハビリテーションの向上

地域リハビリテーションの発展と技術の向上を目指して、県内の関係各

機関と連携し、リハビリテーションに関する情報の収集とその活用を図り、

関係機関への情報提供を行う。

・施 設

①障害者支援施設（入所支援）

地域生活移行のためのリハビリの継続や、身体機能の維持・回復等の支

援が必要な方への機能訓練を中心とする自立訓練支援や、就労等を希望す

る方への就労移行支援などを行います。定員 80 人。（22 年度入所者利用率

65％）

②病院（入院・外来）

身体に障害がある方で、医師や関係各機関からの紹介があった方が利用
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できます。診療科目は、整形外科、神経内科、内科、泌尿器科、リハビリ

テーション科、麻酔科。病床数は80床。（22 年度の外来数 20,338 人、病床

利用率 77.8％）

③補装具製作施設

補装具の制作や修理を行います。（平成 22 年度の義肢装具製作・修理件

数 464 件）

④更生相談室

施設入所・通所の相談、補装具・自立支援医療に関する相談・判定や情

報提供及び必要な援助を行います。身体障害者手帳の交付を行います。（平

成 22 年度の更生相談件数 5,921 人）

【所 感】 同センターは県立・県営の施設であり、その特性や利点を生かした運営

がされており、更生相談から就労支援までの一貫した総合リハビリテーションセ

ンターとして、医療と障害者支援施設が一体化した障害福祉センターとして、そ

れぞれの大きな役割を担っています。

近年は、脳障害による急性期後の回復訓練が

必要な患者が多くなっていることから、自立支

援・生活支援・更生相談など併せ持つ施設が、

地域を問わず必要となっている状況です。

当市には、平成 22 年に新潟リハビリテーシ

ョン大学が開学しています。可能であるならば

同大学と連携しながら、病院だけでは解決でき

ない障害者の自立支援の現状を認識し、今後の

障害者支援の在り方について検討して行かなければならないのではないかと考え

ます。

同センターの沿革によれば、昭和46 年には自動車運転訓練場が完成し、職業訓

練の一端として運転訓練が開始されたとなっています。施設見学の中で、訓練場

の教習の様子や、障害を持った方が運転しやすいように改造された教習車の説明

があったが、指導員（女性）の方の教習の仕方や教習車の構造について熱意のあ

る説明が印象的でした

（３）あらかわクリーンセンター

「 民間事業者の運営によるごみ処理施設の状況について」

【対応者】 福島市環境部 あらかわクリーンセンター 江尻 聡 所長 他 3名

【経 過】 施設の概要について分かりやすく編集された見学者用のビデオを見た

後、施設内を見学し、その後詳細に施設の運営状況について説明を受け
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ました。

□あらかわクリーンセンターの概要

福島市内の２ヶ所のごみ処理場のうちの 1 つで、以前からの場所に建替えられ

平成 20 年 9月に稼働。福島駅から4㎞前後の場所にあり、周辺には果樹園や住宅

が点在している。個人の一般ごみや粗大ごみについては、無料となっている。

・建設費90 億円

・施設規模 焼却施設 220t/日 （110ｔ/ 24ｈ×2 炉） 発電・灰溶融炉施

設付

・委託期間 平成 20 年 9月～平成 40年 8月

・運営事業者 株式会社あらかわ Eサービス

㈱荏原製作所と荏原エンジニアリングサービス㈱によるSPC

□運営業務委託について

運営委託業務の内容は、あらかわクリーンセンターの中の焼却工場部分の運

営業務で、委託料は20 年間で 120 億円となっています。プラットホームのごみの

搬入業務については市の直営となっており、施設全体の運営業務を委託する当市

の新ごみ処理場の計画とは異なるものです。なお、同センター内には焼却工場に

隣接して資源化工場（平成11 年竣工）とリサイクルプラザがあるが、これらの施

設も市の直営となっています。

□焼却工場の環境対策

ごみの焼却に伴う排出ガスについては、大気汚染防止法に定める基準値よりも

更に厳しい計画目標値を設定して維持

管理・運転管理し、常時監視を行うと

ともに電光掲示板を設置して情報公開

を行っています。

臭気対策については、臭気発生個所

は密閉化を原則として、プラットホー

ム出入口には自動扉を設置し、ごみ投

入扉は、必要時以外は閉鎖するととも

に、ごみピット内を負圧することによ

り外部への臭気漏洩が防止されています。ごみピット内の空気は、稼働時には燃

焼用空気として強制的に吸引しています。

施設から出る排水は、施設の稼働時は処理されたのち再利用されています。

□灰溶融炉設備

焼却灰や飛灰の減容化・安定化のため、電気式灰溶融設備での灰の溶融固化を
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行い、ガラス質で砂状の溶解スラグとなります。再利用により、最終処分場への

搬入が減少され、焼却施設の建替えによる同設備の導入により、最終処分場への

搬入量は平成 19 年度の 21,000t から平成 21 年度には 12,000t となり、大幅な減

少となりました。

この灰溶融炉設備については、以前

はごみ処理場の建設にあたって、国は

高率の補助金によって灰溶融炉の設

置を勧めていたが、かなりの電気を消

費する設備であることなどから、現在

は全国的に廃止や休止の方向となっ

ており、村上市の新ごみ処理場にも灰

溶融炉は設置されません。

□余熱利用と余剰電力の売電について

ごみ焼却余熱の積極的な回収と有効利用を図るため、ボイラによる蒸気を発生さ

せ、発電設備によって発電した電力で施設の電力を賄うとともに、余剰電力は市

によって売電されています。

当市の新ごみ処理場の計画では、発電設備が設置されますが、余剰電力の売電

による収益については運営会社のものとされています。

9月定例会の当委員会において、新ごみ処理場の発電設備の規模や性能を問う委

員の質問に対し、市側は事業者側の不利益となるとのことで回答しませんでした。

また、売電による利益を事業所のものとすることの明確な根拠も示されませんで

した。

□資源化工場とリサイクルプラザ

資源化工場では、ビン類の色分けの選別、ペットボトルの圧縮、缶類の鉄類と

アルミの選別・圧縮のほか、粗大ごみについては、破砕ののち可燃物と不燃物に

選別しています。

リサイクルプラザでは、収集した粗大ごみの中から再利用できるものを選び再

生加工する工房や、再生品の展示室を設けています。加工はシルバー人材センタ

ーの方々によって行われているとのことで、驚くような安価で、再生品のタンス

や椅子などの家具類、色とりどりの自転車が展示されていました。希望者が多く、

抽選によって販売されるそうです。

当市においての資源ごみの収集後の処理については、それぞれの事業所が個々

に行なっており、同センターの運営は大変効率的なものであると感じました。

【所 感】 供用開始から 5 年目という新しい施設であるが、環境に配慮した施設、ごみ

の資源化やリサイクルに力点を置くなど、資源の有効利用に配慮した施設であり
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ました。

当市の新ごみ処理場も建設が始まりましたが、将来を見据えて、リサイクルの

進め方や、焼却灰の最終処分の在り方について、これからも検討していかなけれ

ばなりません。さらに、ごみの減量化も重要であり、生ごみの堆肥化などさまざ

まな対策が必要です。

また、当市の新ごみ処理場は、施設業務のすべてを運営会社（SPC）に運営委託

するものであるが、あらかわクリーンセンターの場合は焼却工場の業務のみを委

託し、センター全体は市で管理されており、20 年間の運営委託に対しても不安感

はほとんど感じられないものです。

現在、市直営となっている焼却灰の運搬業務や最終処分場の運営業務について

も、指定管理制の導入が検討されており、20 年間の運営委託となる新処理場と合

わせて、今後どのように運営していくのか更に議論が必要です。

ごみ問題は、市民にとって身近な問題でありながらも重要な問題であるので、

今後も市民を巻き込みながら地道に進めて行かなければならないと強く感じまし

た。

センターに隣接した公園では、表土を剥ぐ除染作業が行われていました。また、

焼却工場の灰溶融炉での処理によってできたスラグが、放射能の問題から再利用

することができない状況であると、江尻所長から説明がありました。

江尻所長の冷静な語り口の中にも、原発事故による放射能問題の現実と、それ

に立ち向かう被災地の方々の強い意志が感じられました。

以上、この度の行政視察について報告いたします。


